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   第１章 総則 

    第１節 通則 

 （趣旨） 

第１条 この達は、陸上自衛隊（自衛隊体育学校、自衛隊中央病院及び陸上幕僚長の監督

を受ける自衛隊地区病院を含む。）における研究開発について必要な事項を定めるもの

とする。 

 （用語の定義） 

第２条 この達において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

 (1) 命題研究 陸上幕僚長及び教育訓練研究本部長が示した研究課題の研究をいう。 

 (2) 自主研究 命題研究を除き、研究実施機関の長が任務遂行に必要と認めて自ら計 

画・実施する研究課題の研究をいう。 

 (3) 運用解析 科学的な方法に基づく検討を行うことにより、陸上自衛隊の隊務の合理

的かつ円滑な運営を促進させるための活動をいう。 

 (4) 部隊実験 陸上自衛隊長期防衛見積り及び陸上自衛隊中期防衛見積りを踏まえた構

想の具体化並びに部隊等の運用、編成及び装備等の見直しのため、部隊等を用いて行

う実動検証をいう。 

 (5) 装備体系 陸上自衛隊長期防衛見積りの対象年度に準じた装備品等の質的方向を体

系化したものであり、装備品等の研究開発業務の準拠となる文書をいう。 

 (6) 運用要求案 防衛装備庁による研究開発又は陸上自衛隊による研究改善又は取得を

必要とする装備品等について、運用者の視点からその使用目的、必要性、運用構想、

期待する主要な性能及びその優先順位、装備構想、その他必要な事項等を記載した研



 

 

究実施機関が作成する文書をいう。 

 (7) 要求性能案 防衛装備庁による研究開発又は陸上自衛隊による研究改善を必要とす

る装備品等について、運用要求案に基づき、要求する主要な性能及び優先順位、装備

構想、その他必要な事項等を記載した研究実施機関が作成する文書をいう。 

 (8) 装備開発（改善）要求書 防衛装備庁による研究開発を必要としない装備品等にお

いて、防衛大臣に部隊使用承認が必要な装備品について運用者の最終的な要求を記載

した文書をいう。 

(9) 装備取得要求書 防衛大臣による部隊使用承認を必要としないと認められる装備品

等について、運用者の最終的な要求を記載した文書をいう。 

(10) 装備研究要求書 運用実証型研究により防衛装備庁が試作等した装備品の原型とな

るものを試験評価する必要がある場合、又は運用実証型研究に準じて自隊研究を行う

必要がある場合に、運用者の評価の基準を記載した文書をいう。 

(11) 自隊研究 陸上自衛隊が行う装備品等の研究改善であって、防衛諸計画の作成に関

する訓令（平成２７年防衛省訓令第３２号）別表第２の研究開発事項に区分されるも

のをいう。 

(12) 運用実証型研究に準じた自隊研究 開発着手する時点では運用構想が明確でないも

のの、運用構想が明確になった時点で急速に装備化が必要となる装備品等の自隊研究

をいう。 

(13) 実用試験 装備品等の開発において試作された装備品等が使用目的に適合するか否

かについて評価するために行う試験をいう。 

(14) 実用性確認試験 自隊研究において購入した装備品等が使用目的に適合するか否か

について評価するために行う試験をいう。 

(15) 量産装備品等の確認試験 実用試験又は実用性確認試験を経て量産された装備品等

の不具合等を確認するための試験をいう。 

(16) 装備品等性能確認 装備品等の機能・性能を確認する活動をいう。 

(17) 試験的な装備品等の導入 量産装備品等の導入に先立ち、研究実施機関又は部隊に

参考器材等を導入して試験的運用を実施することにより、部隊の対処能力を向上する

とともに、量産装備品等の導入に向けた検討を加速するために行う活動をいう。 

(18) 初期的運用 試験的な装備品等の導入において、試験的運用後の参考器材等を部隊

等に導入し、部隊等での運用要領の慣熟・深化を図る活動をいう。 

(19) 装備化年度 量産装備品の初号機の契約年度をいう。 

 （研究開発の目的） 

第３条 陸上自衛隊の研究開発は、部隊等の運用、編成及び装備品等を、時宜に適し、か

つ、質的向上を重点に開発し、又は改善することによって陸上自衛隊の任務達成に必要

な防衛力の造成充実に寄与することを目的とする。 



 

 

 （研究開発の範囲及び区分） 

第４条 この達に定める研究開発の範囲は、運用研究、装備研究、教育訓練研究、衛生研

究及びその他の研究とする。 

２ 運用研究とは、部隊等の運用、編成・装備に関する研究をいい、次の各号に掲げるも

のから成る。 

 (1) 運用基礎研究 部隊等の運用、編成・装備に関する基礎的理論及び諸元に関する研

究をいう。 

 (2) 運用開発研究 将来の部隊等の運用、編成・装備に関する研究及び装備品等の期待

性能等を求める研究をいう。 

 (3) 運用改善研究 現有の編制・装備による部隊等の運用及び編成についての改善に関

する研究をいう。 

 (4) その他の運用研究 運用研究のうち、運用解析に関する研究等、前３号に掲げるも

の以外の研究をいう。 

３ 装備研究（衛生資材研究を含む。）とは、装備品等の開発又は改善に関する研究をい

い、次の各号に掲げるものから成る。 

 (1) 装備基礎研究 装備開発研究及び装備改善研究のために必要な技術の見通し及び装

備品等の性能及び諸元に関する研究をいう。 

 (2) 装備開発研究 新たな構想により開発する装備品等に対する使用者の最終的な要求

を求め、これに基づいて試作等された装備品等を使用者の立場から評価し実用化を図

る研究をいう。 

 (3) 装備改善研究 現用の装備品等を改善するため、前号に準じて行う研究をいう。 

 (4) その他の装備研究 装備研究のうち、前３号に掲げるもの以外の研究をいう。 

４ 教育訓練研究とは、部隊等の教育訓練に関する研究をいい、次の各号に掲げるものか

ら成る。 

 (1) 教育訓練基礎研究 部隊等の教育訓練に関する基礎的理論及び諸元に関する研究を

いう。 

 (2) 教育訓練開発研究 将来の部隊等の教育訓練に関する研究をいう。 

 (3) 教育訓練改善研究 現有の部隊等の教育訓練の改善に関する研究をいう。 

 (4) その他の教育訓練研究 教育訓練研究のうち、前３号に掲げるもの以外の研究をい

う。 

５ 衛生研究とは、保健衛生及び医療に関する研究をいい、次の各号に掲げるものから成

る。 

 (1) 臨床医学研究 主として病院における疾病の専門治療研究をいう。 

 (2) 部隊医学研究 部隊行動及び武器の使用等、自衛隊の任務の特性並びに野外環境か

ら生起する疾病の予防及び応急治療等に関する研究をいい、装備品等に係る人間工学



 

 

的研究を含むものとする。 

 (3) その他の衛生研究 衛生研究のうち、前２号に掲げるもの以外の研究をいう。 

６ その他の研究とは、業務管理及び人に関する研究等、前４項までに掲げるもの以外の

研究をいう。 

 （研究実施機関） 

第５条 研究実施機関とは、次の各号に掲げる部隊等をいう。 

 (1) 教育訓練研究本部 

 (2) 学校（幹部候補生学校及び高等工科学校を除き、自衛隊体育学校を含む。） 

 (3) 補給統制本部及び補給処 

 (4) 自衛隊中央病院及び陸上幕僚長の監督を受ける自衛隊地区病院 

 (5) 開発実験団、システム開発隊、空挺教育隊、冬季戦技教育隊、特殊作戦群、国際活

動教育隊及び水陸機動教育隊 

 (6) 第２師団 

 (7) 前各号に掲げる部隊等以外で、研究課題を与えられた部隊等 

 （研究開発実施上の留意事項） 

第６条 研究開発の実施に当たっては、各研究相互間の調整を図り、計画の作成、研究の

実施、評価及び成果の利用を通じ体系的管理が実施できるように努めるとともに、教育

訓練成果等の活用に留意する。この場合において、研究開発の各段階において努めて費

用対効果の検討を含む定量的な分析検討を行うものとする。 

第２節 陸上幕僚長及び研究実施機関の長の職責 

 （陸上幕僚長の職責） 

第６条の２ 陸上幕僚長は、陸上自衛隊における研究開発に関する事務を総括する。 

２ 陸上幕僚長は、陸上自衛隊における中・長期的な研究開発の指針を指示するものとす

る。 

３ 陸上幕僚長は、第２項の指針又は年度の計画によらず研究開発が必要な事項につい 

て、研究実施機関に対し研究の実施を命じることができる。 

（教育訓練研究本部長の職責） 

第６条の３ 教育訓練研究本部長は、陸上幕僚長の指針に基づき、陸上自衛隊の研究開発

に関する計画を作成するものとする。 

２ 教育訓練研究本部長は、第１項に規定する計画を研究実施機関の長（教育訓練研究本

部長を除く。）に指示するとともに、陸上幕僚長へ報告するものとする。 

３ 教育訓練研究本部長は、研究開発の成果を評価するものとする。 

（研究実施機関の長の職責） 

第６条の４ 研究実施機関の長（教育訓練研究本部長を除く。以下、この条において同 

じ。）は、第６条の２第２項に示す陸上幕僚長の指針及び第６条の３第２項に示す計画



 

 

を踏まえ、自主研究を加えた年度の計画を作成するものとする。 

２ 研究実施機関の長は、前項の計画を教育訓練研究本部長に報告又は通知するととも 

に、研究開発を実施するものとする。 

第２章 陸上自衛隊研究開発指針及び研究開発計画並びに年度計画等 

    第１節 陸上自衛隊研究開発指針及び研究開発計画 

（陸上自衛隊研究開発指針の目的、構成及び作成） 

第７条 陸上自衛隊研究開発指針は、第６条の２第２項の規定に基づき、陸上自衛隊の研

究開発における中・長期的な目標及び体系を示して、当面の研究開発業務の焦点を明ら

かにすることを目的とする。 

２ 陸上自衛隊研究開発指針は、次の各号に掲げるものから成り、その内容は当該各号に

定めるところによる。 

(1) 研究開発の前提 中・長期的な指針を付与するに当たっての前提となる情勢、条件

等に加え、関係規則、戦略文書、計画等を示すもの。 

(2) 目標 研究開発の前提における目標を示すものであり、通常、研究開発の成果を必

要とする時期及びその内容を具体的に示すもの。 

(3) 研究開発体系 目標を達成するに当たり、主要な研究課題から研究開発の成果の反

映先まで体系的に示すもの。 

３ 陸上自衛隊研究開発指針は、原則として陸上自衛隊の防衛諸計画作成等に関する達 

（陸上自衛隊達第６１－６号（２７．１２．８））の規定に基づく陸上防衛戦略の作成

年度に作成するものとし、作成しない年度にあっては、情勢や研究課題の変化等を踏ま

え、必要により見直すものとする。 

４ 陸上幕僚監部防衛部長（以下「防衛部長」という。）は、防衛諸計画の長期及び中期

の見積りに基づき、関係部長と調整の上、陸上自衛隊研究開発指針の作成及び見直しを

行うものするものとする。 

 （研究開発計画の目的及び作成） 

第７条の２ 研究開発計画は、教育訓練研究本部長が、陸上自衛隊研究開発指針に基づ 

き、研究実施機関の長（教育訓練研究本部長を除く。）に対し、当面の研究開発業務を

実施するために必要な事項を示すことを目的とする。 

２ 教育訓練研究本部長は、研究実施機関の長と調整の上、研究開発計画を作成するもの

とする。この場合において、陸上幕僚監部及び研究実施機関で実施する研究開発業務の

一体化を図るものとする。 

３ 教育訓練研究本部長は、陸上自衛隊研究開発指針を作成しない年度にあっては、研究

開発計画の見直しを行うものとする。 

４ 防衛部長及び研究実施機関の長（教育訓練研究本部長を除く。）は、研究開発計画の

作成及び見直しに協力するものとする。 



 

 

（研究実施機関における計画の作成） 

第８条 補給統制本部長は、研究開発計画を踏まえ、必要な研究課題を関係補給処長に指

示するとともに、関係方面総監に通知するものとする。 

 （陸上自衛隊研究開発指針の指示の手続） 

第９条 防衛部長は、陸上自衛隊研究開発指針を作成する年度にあっては、通常、年度末

までに教育訓練研究本部に指示する手続を行うものとする。 

（研究開発計画の指示） 

第９条の２ 教育訓練研究本部長は、研究開発計画を、通常、年度末までに研究実施機関

（教育訓練研究本部を除く。）に指示するものとする。 

 （陸上幕僚長による命題研究の指示の手続） 

第９条の３ 防衛部長は、第６条の２第３項の規定に基づく研究の指示を受けた場合、教

育訓練研究本部に対し、命題研究の実施に関する手続を行うものとする。 

２ 教育訓練研究本部長は、前項の研究実施に当たって、研究実施機関の長（教育訓練研

究本部長を除く。）と調整の上、指示を受けてから１か月以内に、陸上幕僚長へ研究実

施計画を報告するものとする。 

３ 研究実施機関の長（教育訓練研究本部長を除く。）は、第２項の計画作成及び研究実

施に関して、教育訓練研究本部に協力するものとする。 

４ 陸上幕僚監部各部長、監察官、法務官及び警務管理官（以下「部長官」という。）及

び研究実施機関の長は、臨機に実施することが必要な研究について、陸上幕僚長に具申

することができる。 

    第２節 研究開発の年度計画 

 （研究要望の提出） 

第１０条 研究実施機関の長（補給処長を除く。）及び部隊等の長は、陸上自衛隊の年度

業務計画運営規則（陸上自衛隊達第１１－１号（２８．３．２９））第９条に規定する

要望事項のうち、研究要望（長期及び中期の要望を含む。）を別紙第１に定める項目に

より、陸上幕僚長（防衛部長気付）に提出するとともに、研究実施機関の長（教育訓練

研究本部長及び補給処長を除く。）及び部隊等の長は、教育訓練研究本部長に通知する

ものとする。（防定第１号） 

２ 補給処長は、前項の研究要望を補給統制本部長に提出するとともに、方面総監に報告

するものとする。 

３ 研究実施機関の長は、第１項の研究要望の提出に当たっては、命題研究又は自主研究

の成果及び第１４条に規定する関係部隊等の長からの提案を検討し、研究要望を別に示

す要領で提出するものとする。 

 （研究開発の年度計画の作成） 

第１１条 防衛部長、陸上幕僚監部装備計画部長（以下「装備計画部長」という。）、陸



 

 

上幕僚監部人事教育部長（以下「人事教育部長」という。）、陸上幕僚監部運用支援・

訓練部長（以下「運用支援・訓練部長」という。）及び陸上幕僚監部衛生部長（以下「

衛生部長」という。）は、関係部長と調整の上、防衛諸計画の作成等に関する訓令に定

める中期計画を踏まえ、研究開発の進ちょく状況及び前条に規定する研究要望等を考慮

して、対象年度に研究を実施する必要のある課題を選定し、研究開発の年度計画として

それぞれ運用研究等計画、装備研究計画、教育訓練研究計画及び衛生研究計画を作成す

るものとする。 

２ 前項の研究開発の年度計画の作成に当たり、関係部長は、所掌に係る計画案を作成 

し、防衛部長、装備計画部長、人事教育部長、運用支援・訓練部長及び衛生部長に通知

するものとする。 

第１２条 削除 

第１３条 削除 

    第３節 研究開発に関する諸提案 

 （改善研究の提案） 

第１４条 部隊等の長は、教育訓練等の成果に基づき、部隊等の運用、編成、装備及び教

育訓練に関する改善について、研究を必要と認める場合には、別紙第２に定める項目に

より、改善研究に関する提案書を作成し、陸上幕僚長（防衛部長気付）に上申するとと

もに、教育訓練研究本部長及び関係研究実施機関の長に通知するものとする。 

 （研究開発に関する着想の提案） 

第１５条 隊員及び部隊等の長は、陸上自衛隊における研究開発に寄与すると考える部隊

等の運用、編成、装備及び教育訓練に関する着想（装備体系に係る技術情報を含む。）

について、別紙第３に定める項目により、着想に関する提案書を作成し、随時陸上幕僚

長（防衛部長気付）に上申するとともに、教育訓練研究本部長及び関係研究実施機関の

長に通知するものとする。 

   第３章 研究の実施 

（研究の実施） 

第１６条 研究実施機関の長は、命題研究及び自主研究を実施するものとする。 

２ 陸上幕僚長は、第９条の３第１項に規定する命題研究を指示する場合において、必要

により第１１条第１項に規定する研究開発の年度計画を修正するものとする。 

３ 教育訓練研究本部長は、他の研究実施機関の長に対して研究実施のために必要な統制

又は調整を行うものとする。 

４ 研究実施機関の長（教育訓練研究本部長を除く。）は、教育訓練研究本部長が示す研

究の実施に際し、意見を提出することができる。 

５ 研究実施機関の長は、研究の実施に際し、他の研究実施機関の長に研究の一部を委託

し又は研究の支援を受ける必要があるときは、細部の計画を作成して、あらかじめ当該



 

 

研究実施機関の長と調整するものとする。 

 （試験等の実施計画等の作成） 

第１７条 研究実施機関の長（補給処長を除く。）は、実用試験、実用性確認試験、量産

装備品等の確認試験、装備品等性能確認、部隊実験及び射表作成のための射撃、運用実

証型研究等に係る試験（運用実証型研究に準じた自隊研究に係る試験を含む。）、試験

的な装備品等の導入等（以下「試験等」という。）の実施を命ぜられた場合には、あら

かじめ試験等の実施計画を作成し、特に示された場合を除き、別紙第４の様式により、

陸上幕僚長（運用研究及びその他の研究にあっては防衛部長気付、装備研究にあっては

装備計画部長気付、教育訓練研究にあっては人事教育部長又は運用支援・訓練部長気 

付、衛生研究にあっては衛生部長気付）に報告（研定第１号）するものとする。 

２ 前項の試験等の実施を命じられた研究実施機関の長（教育訓練研究本部長を除く。）

は、教育訓練研究本部長に試験等の実施計画を通知するものとする。 

３ 補給処長は、研究開発計画で示された命題研究に係る試験等の実施計画を作成し、補

給統制本部長に通知するとともに、関係方面総監に報告するものとする。 

４ 研究実施機関の長は、第１項の試験等の実施計画の作成に当たり、試験等のための評

価基準を明らかにするものとする。 

５ 陸上幕僚長は、第１項の試験等の実施計画の作成に当たっては、必要に応じ研究実施

機関の長に当該実施計画作成上の準拠を示すものとする。 

（部隊実験の計画の作成等） 

第１７条の２ 陸上幕僚長は、部隊実験における研究課題及び担任する部隊等について、

教育訓練研究本部長に指示するものとする。 

２ 教育訓練研究本部長は、前項の指示に基づいて計画を作成するとともに、その実施を

管理するものとする。 

３ 防衛部長は、部長官と調整の上、教育訓練研究本部による部隊実験の計画の作成及び

実施の管理に協力するものとする。 

 （研究実施予定の報告） 

第１８条 教育訓練研究本部長は、年度における研究実施の予定（自主研究を含む。）を

４月末日までに、別紙第５に定める項目により、陸上幕僚長に報告（研定第２号）する

とともに、他の研究実施機関の長（補給処長を除く。）に通知するものとする。 

２ 研究実施機関の長（教育訓練研究本部長及び補給処長を除く。）は、研究開発計画を

踏まえ、年度における研究実施の予定を、教育訓練研究本部長に報告又は通知するもの

とする。 

３ 補給処長は、補給統制本部長の指示に基づき、補給整備等に係る、前項の研究実施の

予定を補給統制本部長に通知するとともに、方面総監に報告するものとする。 

 （研究成果の報告） 



 

 

第１９条 教育訓練研究本部長は、第１７条第１項に示す試験等の成果及びその他の主要

な研究成果について、陸上幕僚長（運用研究及びその他の研究にあっては防衛部長気 

付、装備研究にあっては装備計画部長気付、教育訓練研究にあっては人事教育部長又は

運用支援・訓練部長気付、衛生研究にあっては衛生部長気付）に報告（研定第３号）す

るものとする。 

２ 研究実施機関の長（教育訓練研究本部長を除く。）は、命題研究の研究成果について

は、特に報告要領を指定するものを除き研究終了後１か月以内に、自主研究について 

は、主要な研究成果を適時に、別紙第６の様式（実用試験成果報告書の本文に記載する

項目は別紙第７による。）により、教育訓練研究本部長に報告するものとする。 

   第４章 研究成果の評価及び利用 

 （研究成果の処理） 

第２０条 教育訓練研究本部長は、研究成果の有効性に関し評価を行うものとする。 

２ 防衛部長は、第１項の教育訓練研究本部長が実施する研究成果の有効性に関する評価

等に協力するとともに、施策への反映を図るものとする。 

３ 教育訓練研究本部長は、研究成果を保管及び整理して、じ後の研究業務に資するもの

とする。 

第２１条 削除 

   第５章 装備品等の研究開発に関する陸上幕僚監部、教育訓練研究本部及び学校に

おける諸業務 

    第１節 運用要求案、研究開発取得ロードマップ、代替案分析、装備品等研究開

発見積依頼及び装備品等研究依頼 

 （運用要求案の作成） 

第２２条 教育訓練研究本部長は、防衛装備庁が別に定める装備取得要求見積書、装備品

等研究開発見積依頼及び装備取得要求書の作成に資するため、研究開発計画に基づき、

運用要求案に係る研究を実施し、研究成果を陸上幕僚長（防衛部長気付）に報告するも

のとする。 

２ 学校長は、研究開発計画に基づき、運用要求案に係る研究を実施し、研究成果を教育

訓練研究本部長に報告するものとする。 

 （研究開発取得ロードマップの作成協力） 

第２２条の２ 装備計画部長は、防衛部長と調整の上、装備品等の研究開発に関する訓令

（平成２７年防衛省訓令第３７号。以下「研究訓令」という。）第８条第１項に規定す

る研究開発取得ロードマップの作成に協力するものとする。 

（代替案分析） 

第２２条の３ 防衛部長は、防衛装備庁へ代替案分析を依頼する場合には、装備計画部長

と調整の上、装備品等のプロジェクト管理に関する訓令（平成２７年防衛省訓令 



 

 

３６号。以下「プロ管訓令」という。）第９条第３項の規定により、分析結果の希望日

のおおむね１年前までに、装備取得要求見積書を作成するものとする。 

２ 装備計画部長は、防衛部長と調整の上、前項で依頼した代替案分析等を基に検討し、

技術的課題が存在し、諸外国に要求を満足する装備品が存在しない場合は、防衛装備庁

による装備品等の研究又は開発の手続を実施する。 

３ 装備計画部長は、前項以外で、技術的課題が存在せず、国内外の企業によって要求を

満足する装備品等を製造が可能な場合であって試験等による評価が必要な場合は、陸上

自衛隊による研究改善又は取得のための手続を実施する。 

 （装備品等研究開発見積依頼及び装備品等研究依頼の作成） 

第２３条 装備計画部長は、防衛部長と調整の上、装備体系等に基づき、運用要求案を踏

まえ、装備品等研究開発見積依頼を作成し、研究訓令第９条に規定する手続を行うもの

とする。 

２ 装備計画部長は、前項以外の装備品等の研究を防衛装備庁に依頼するときは、防衛部

長と調整の上、前項に準じて装備品等研究依頼を作成し、防衛装備庁に提出する手続を

行うものとする。 

３ 装備計画部長は、研究訓令第２３条第１号に規定するブロック化開発（以下「ブロッ

ク化開発」という。）又は運用実証型研究を行う必要があるときは、同条第１項に準じ

てブロック化開発又は運用実証型研究に必要な事項を記載した装備品等研究開発見積依

頼を作成し、研究訓令第９条に規定する手続等を行うものとする。 

４ 装備計画部長は、防衛装備庁から装備品等研究開発見積りを受けた場合には、防衛部

長と調整の上、回答書を作成し、防衛装備庁に通知する手続を行うものとする。 

 （装備品等研究開発見積依頼等の修正） 

第２４条 装備計画部長は、前条に規定する装備品等研究開発見積依頼等に記載されてい

る事項を修正（項目の追加又は削除を含む。）する必要が生じた場合には、同条の規定

に準じて、所要の修正手続を行うとともに研究訓令第９条第６項に規定する手続を行う

ものとする。 

    第２節 装備品等の研究のための装備品等研究開発要求 

 （装備品等研究開発要求） 

第２５条 装備計画部長は、防衛装備庁に装備品等の研究を要求する場合には、防衛部長

と調整の上、装備品等研究開発見積依頼等に基づき、装備品等研究開発要求を作成し、

研究訓令第９条第６項に規定する手続を行うものとする。 

２ 装備計画部長は、ブロック化開発又は運用実証型研究を行う必要があるときは、防衛

部長と調整の上、前項に準じてブロック化開発又は運用実証型研究に必要な事項を記載

した装備品等研究開発要求を作成し、研究訓令第９条第６項に規定する手続を行うもの

とする。 



 

 

 （装備品等研究開発要求の変更手続） 

第２６条 装備計画部長は、前条に規定する装備品等研究開発要求の内容を変更する必要

が生じた場合には、防衛部長と調整の上、研究訓令第９条第６項に規定する手続を行う

ものとする。 

 （装備品等の研究成果等の検討及び意見の通知） 

第２７条 装備計画部長は、研究訓令第１４条の規定により、防衛装備庁から通知された

装備品等の研究成果等について防衛部長と調整の上、実用的見地から検討し、所要の意

見を防衛装備庁に通知する手続を行うものとする。 

    第３節 要求性能案、装備品等の開発のための装備品等研究開発要求等 

第２８条 削除 

 （要求性能案、装備品等研究開発要求等の作成） 

第２９条 教育訓練研究本部長は、装備品等研究開発要求、装備開発（改善）要求書等の

作成に資するため、第１１条第１項に規定する研究開発の年度計画に基づき、要求性能

案に係る研究を実施し、研究成果を陸上幕僚長（防衛部長気付）に報告するものとす 

る。 

２ 学校長は、前項の研究開発の年度計画に基づき、要求性能案に係る研究に協力するも

のとする。 

３ 装備計画部長は、防衛装備庁に装備品等の開発を要求するものについては、要求性能

案を踏まえ、防衛部長と調整の上、装備品等研究開発要求を作成し研究訓令第９条に規

定する手続を行うものとする。 

４ 装備計画部長は、部隊使用承認が必要な装備品等については、防衛部長と調整の上、

装備品等研究開発要求に準じて装備開発（改善）要求書を作成するものとする。 

５ 装備計画部長は、前２項以外のものについて、ブロック化開発又は運用実証型研究に

より防衛装備庁が試作等した装備品の原型となるものを試験評価する必要がある場合（

データの収集を含む。）、又は運用実証型研究に準じた自隊研究を行う場合には、防衛

部長と調整の上、装備研究要求書を作成するものとする。 

６ 防衛部長は、防衛大臣による部隊使用承認を必要としないと認められる装備品等につ

いては、装備計画部長と調整の上、運用要求案を踏まえ、装備取得要求書を作成し、関

係部長に通知するものとする。 

 （装備品等研究開発要求等の修正及び装備品等の改善） 

第３０条 装備計画部長は、防衛部長と調整の上、研究開発の進展に応じ、それぞれ装備

品等研究開発要求、装備開発（改善）要求書について見直しを行い、修正を必要とする

場合には、前条の規定に準じて手続を行うものとする。 

第３０条の２ 削除 

 （装備品等の改善） 



 

 

第３０条の３ 装備計画部長は、既存装備品等であって、民生技術の進展により、運用構

想等に合致する優れた装備品等に改善し得る場合は、防衛部長と調整の上、装備改善に

係る通知を行うものとする。 

２ 部長官は、前項の通知に基づき、装備品の改善を行うために別に示す手続きを実施す

るものとする。 

３ 隊員及び部隊等の長は、装備品等の改善に関する提案又は要望がある場合は、第１４

条及び第１５条の規定の他、装備改善提案に関する達（陸上自衛隊達第６１－１０号（

２２．３．１））に規定する手続きを行うものとする。 

 （防衛装備庁との調整） 

第３０条の４ 装備計画部長は、装備品等の研究開発に係る防衛装備庁との調整を担当 

し、その実施に当たり、実用的見地からの意見を反映させるため、研究実施機関の長の

協力を受けるものとする。 

２ 教育訓練研究本部長は、前項の協力について、研究実施機関に対し必要な統制又は調

整を行うものとする。 

 （装備品等の開発成果等の検討及び意見の通知） 

第３１条 装備計画部長は、研究訓令第１７条の規定により防衛装備庁から通知された装

備品等の開発成果等について実用的見地から検討し、所要の意見を防衛装備庁に通知す

る手続を行うものとする。 

    第４節 実用試験等 

 （実用試験等の実施手続） 

第３２条 装備計画部長は、実用試験等の実施に際し、関係部長と調整して、研究訓令第

１２条に規定する年度業務計画を作成し、防衛大臣に報告する手続を行うものとする。 

２ 装備計画部長は、運用実証型研究に係る試験の実施に際し、試験の評価要領を作成 

し、防衛装備庁に通知する手続を行うものとする。 

（試験的な装備品等の導入の実施手続） 

第３２条の２ 防衛部長は、第２２条の３第３項の内、使用目的に適合するか否かについ

て主として軽易な検証により導入の可否の判断が可能であり、かつ、装備品等の導入に

先立ち、部隊の対処能力の向上又は量産装備品等の導入に向けた検討の加速が可能なも

のは、装備計画部長と調整の上、研究実施機関の長の協力を受け試験的な装備品等の導

入の手続を実施する。 

２ 防衛部長は、装備計画部長と調整の上、研究実施機関が作成する検証実施計画に資す

るため、部隊使用承認に必要な項目を明記した試験的な装備品等の導入大綱を作成し、

必要な研究実施機関に通知する。 

３ 補給統制本部長及び開発実験団長は、通知された試験的な装備品等の導入大綱に基づ

き、防衛部長及び装備計画部長の協力を受け、部隊使用承認の申請に必要な項目に対す



 

 

る評価基準及び評価要領を記載した評価の大綱を作成して、陸上幕僚長（装備計画部長

気付）及び必要な研究実施機関の長に通知するものとする。 

４ 防衛部長は、装備計画部長と調整の上、試験的な装備品等の導入に係る検証におい 

て、研究実施機関等との必要な調整等を実施するとともに、その実施に当たり、研究実

施機関の長（試験評価に係る専門的見地からの計画及び検証に資する協力を補給統制本

部長及び開発実験団長、運用性等の実用的見地からの計画及び検証に係る協力を各研究

実施機関の長）の協力を受けるものとする。 

５ 防衛部長は、試験的な装備品等の導入において、初期的運用として、第５条第１号か

ら第６号に掲げる研究実施機関以外の部隊等に参考器材等を導入する場合、部隊等との

必要な調整等を実施する。 

６ 装備計画部長は、初期的運用の実施に当たり、必要により部隊使用承認の申請手続き

を行うものとする。 

 （実用試験等成果の処理） 

第３３条 装備計画部長（衛生資材については、衛生部長）は、防衛部長と調整の上、実

用試験報告書を作成して、研究訓令第１８条第１項に規定する手続を行うものとする。 

２ 装備計画部長は、ブロック化開発又は運用実証型研究に係る試験の評価結果につい 

て、防衛部長と調整の上、防衛装備庁に通知する手続を行うものとする。 

３ 装備計画部長（衛生資材については、衛生部長）は、第１項以外の試験成果につい 

て、防衛部長と調整の上、必要に応じ装備品等の部隊使用に関する訓令（平成１９年防

衛省訓令第７４号）第４条に規定する手続を行うものとする。 

    第５節 研究開発評価 

 （研究開発評価への参画） 

第３３条の２ 防衛部長及び装備計画部長は、研究訓令第４条の研究開発評価の指針に基

づき、装備取得委員会に関する訓令（平成２７年防衛省訓令第３８号）第７条に規定す

る技術評価部会に参画するものとする。 

   第６章 研究開発委員会等 

    第１節 研究開発委員会 

 （研究開発委員会設置の目的） 

第３４条 陸上自衛隊における研究開発に関する重要事項を審議する機関として、陸上幕

僚監部に研究開発委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

 （審議事項） 

第３５条 委員会は、次の各号に掲げる事項について総合的立場から審議し、陸上幕僚長

に対して意見を具申する。 

(1) 陸上自衛隊研究開発指針 

 (2) 装備体系 



 

 

 (3) 特に重要な装備品等（プロ管訓令第２条第９号に該当する可能性のあるものをい 

う。）の装備品等研究開発要求 

 (4) 装備品等研究開発見積依頼 

 (5) 第３号以外の装備品等の装備品等研究開発要求 

 (6) 装備開発（改善）要求書 

 (7) 装備研究要求書 

 (8) 装備取得要求書 

(9) その他研究開発に関する特に重要な事項 

 （組織） 

第３６条 委員会は、委員長、副委員長及び委員をもって構成する。 

２ 委員長は、陸上幕僚副長を、副委員長は防衛部長、装備計画部長、人事教育部長、運

用支援・訓練部長及び陸上幕僚監部指揮通信システム・情報部長をもって充てる。 

３ 委員は、別紙第８に掲げる者をもって充てる。 

 （委員長の任務） 

第３７条 委員長は、委員会を総理する。 

２ 委員長は、必要と認める場合には、委員会において委員以外の者に対し意見を聴取す

ることができる。 

 （副委員長の任務） 

第３８条 副委員長は、委員会の運営について委員長の定めるところに従い、委員長を補

佐するものとする。 

２ 先任の副委員長は、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。 

 （委員会の招集） 

第３９条 委員長は、審議事項に応じ適宜審議する委員を指定し招集する。 

２ 陸上幕僚長は、研究開発に関する重要事項について、委員長に審議を命じることがで

きる。 

 （調整部会） 

第４０条 委員会に専門的事項を審議する機関として、調整部会を置く。 

２ 調整部会会長は、審議事項に応じ、研究開発委員長が別に定めるものとする。 

３ 調整部会の構成及び業務要領については、別に示す。 

第４１条 削除 

 （委員会開催の要請） 

第４２条 研究開発を所掌する部長たる防衛部長、運用支援・訓練部長及び装備計画部長

は、所掌事項に関し委員会で審議する必要が生じた場合には、委員長に対し委員会の開

催を要請することができる。 

 （庶務） 



 

 

第４３条 委員会の庶務は、防衛部防衛課において処理する。 

 （委任規定） 

第４４条 この達に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が定め

る。 

第２節 その他の委員会等 

 （教育訓練研究本部長が定める委員会） 

第４５条 教育訓練研究本部が統制する研究開発業務に関する重要事項を調整・審議する

機関として、教育訓練研究本部に委員会等を設置することができる。なお、当該委員会

等の構成その他必要な事項については、教育訓練研究本部長が別に定めるものとする。 

（陸上自衛隊研究開発・改善推進協議会） 

第４５条の２ 陸上幕僚監部、教育訓練研究本部等及び防衛装備庁が連携して陸上自衛隊

の研究開発及び改善に関する業務を一体的に推進するため、陸上幕僚監部に陸上自衛隊

研究開発・改善推進協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

２ 防衛部長は、部長官と調整の上、協議会の管理、運営を行うものとする。 

   第７章 雑則 

 （秘密保全） 

第４６条 研究開発に伴う秘密保全については、関係法規に定めるところによるほか、開

発又は改善する装備品等の秘密区分の指定に関する基準は別に示すところによる。 

 （安全管理） 

第４７条 試験等の実施に伴う安全管理については、関係法規に定めるところによるほ 

か、研究実施機関の長が、当該試験等の実施計画において示すものとする。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この達は、平成２７年１２月３日から施行し、平成２７年１２月１日から適用す

る。 

 （経過措置） 

第２条 この達の施行以前において改正前の研究開発に関する達に基づき作成された下表

左欄の文書は、この達に基づき作成された下表右欄の文書とみなす。 

技術研究開発要求見積書 装備品等研究開発見積依頼 

技術研究要求書 

技術開発要求書 
装備品等研究開発要求 

研究開発目標指針 陸上自衛隊研究開発指針 

運用上の要求書 
（装備開発（改善）要求書に関連する
ものを除く。） 

装備取得要求書 



 

 

附 則（平成２８年４月１日陸上自衛隊達第100－１－１号） 

この達は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年３月２７日陸上自衛隊達第100－１－２号） 

この達は、平成２９年３月２７日から施行する。 

附 則（平成３０年３月１６日陸上自衛隊達第100－１－３号） 

この達は、平成３０年３月２７日から施行する。 

附 則（平成３１年３月２０日陸上自衛隊達第100－１－４号） 

この達は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年６月２７日陸上自衛隊達第122－303号） 

１ この達は、令和元年７月１日から施行する。 

２ この達の施行の際、現に存する本改正前の様式による用紙は、当分の間、これを修正

した上使用することができる。 

附 則（令和２年３月２５日陸上自衛隊達第122－311号） 

この達は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月３日陸上自衛隊達第100－1－５号） 

この達は、令和３年４月１日から施行する。 

  附 則（令和５年３月２９日陸上自衛隊達第100－1－６号） 

この達は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年３月２１日陸上自衛隊達第100－1－７号） 

この達は、令和６年３月２１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別紙第１（第１０条関係） 

 

研究要望の記載項目 

 

１ 研究開発の区分 

２ 研究課題名 

３ 優先順位（研究課題が複数ある場合は、研究区分毎に優先順位を記述） 

４ 研究要望の背景及び先行研究の成果 

５ 研究目的及び目標 

６ 研究の必要な理由及び研究の完了を希望する時期 

７ 研究計画の概要 （注） 

８ 所要経費とその内訳 （注） 

９ 所要研究力 （注） 

 注： 研究要望を提出する研究実施機関で研究を実施することが適切と考えられる場合

のみに記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別紙第２（第１４条関係） 

 

改善研究提案書の記載項目 

 

１ 提案部隊等の長の所属、階級、氏名 

２ 提案の主題 

３ 改善研究の必要性 

 (1) 現状及びその問題点 

 (2) 改善研究を実施することにより、期待し得る効果の概要 

４ 改善研究の方法等の概要 

５ その他改善研究実施上必要な事項 

 注： 記載に当たっては、努めて図表等を併用すること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別紙第３（第１５条関係） 

 

研究開発に関する着想提案書の記載項目 

 

１ 提案者（又は提案部隊等の長）の所属、職名、階級、氏名 

２ 提案の主題 

３ 着想の概要 

 (1) 着想の内容 

 (2) 着想を具体化することにより、期待し得る効果の概要 

４ 着想を具体化する方法等の概要 

５ その他研究開発実施上必要な事項 

 注： 記載に当たっては、努めて図表等を併用すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別紙第４（第１７条関係） 

 

実施計画の記載例（基準） 

 

１ 根 拠 

２ 目 的 

３ 主要検証内容 

４ 期間及び場所 

５ 供試品等 

６ 試験担任者及び協力部隊 

７ 評価要領 

８ 試験実施要領 

９ その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別紙第５（第１８条関係） 

 

研究実施予定の記載項目 

 

１ 研究区分 

２ 研究課題 

３ 研究目的 

４ 主要行事 

５ 予定進度表（研究課題の業務予定を記載するものとする。） 

６ 他機関との協力に必要な事項 

７ その他 



 

 

別紙第６（第１９条関係） 

研究成果報告書の様式 

〔研究要報〕 

研究課題名  

媒体分類 電子メディア・紙・映画・ビデオ・写真・その他の選択（複数可） 

担任・協力 命題研究（担任・協力）、自主研究 

研究開発の区分 記載例 運用研究－運用開発研究 

研究実施機関 記載例 教育訓練研究本部 

研究開始年（西暦） 記載例 2000 

研究終了年（西暦） 記載例 2001 

連番  

年度業務計画名 記載例 陸幕業計 

年度業務計画コード 記載例 10022-1 

秘密区分 なし・部内限り・注意・秘・特秘 

作成者 記載例 １尉 山田太郎 

作成部署（協力機関） 記載例 教育訓練研究本部（富校） 

保管場所 記載例 教育訓練研究本部 

キーワード検索 記載例 下記欄、成果の要約に使用する部隊運用、訓練、装備品等の名称等 

要旨 １ 目的 ２ 成果の要約 

添付資料 １ じ後の研究上の問題点 ２ 提案 

関連研究 記載例 過去の研究成果報告書 

参考資料 記載例 一般図書等 



 

 

別紙第７（第１９条関係） 

 

実用試験成果報告書の本文の記載項目 

（供試品名）実用試験成果報告 

 

１ 根 拠 

２ 目 的 

３ 主要検討項目 

４ 供試品名 

５ 試験担当者、研究員、協力部隊及び試験使用部隊等 

６ 試験経過の概要、期間、場所、日程、その他 

７ 供試品の試験要領及び成果 

８ 所見及び提案 

９ その他（写真等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別紙第８（第３５条関係）  

 

研究開発委員会の委員 

 

１ 陸上幕僚監部委員 

 (1) 監理部総務課長 

 (2) 監理部会計課長 

 (3) 人事教育部人事教育計画課長 

 (4) 運用支援・訓練部運用支援課長 

 (5) 運用支援・訓練部訓練課長 

 (6) 防衛部防衛課長 

(7) 装備計画部装備計画課長 

(8) 装備計画部開発課長 

(9) 指揮通信システム・情報部指揮通信システム課長 

(10) 指揮通信システム・情報部情報課長 

(11) 衛生部企画室長 

(12) 総括副監察官 

(13) 副法務官 

(14)  警務管理官総括班長 

 

２ 教育訓練研究本部委員  

  教育訓練研究本部長の指名する者 

 

３ 学校委員 

  学校長の指名する者 

 

４ 補給統制本部委員 

  補給統制本部長の指名する者 

 

５ その他研究開発委員長の指名する者 

 


